
佐藤主光（もとひろ）
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 政策の取捨選択

 政策の優先順位づけ⇒費用対効果（便益）分析

 政策手段の選択

 政策目的は手段を正当化しない⇒効率益な手段の選択

 政策の見直し

 マネジメントサイクル＝政策評価の結果を予算編成に反映

 公共部門の文化の転換

 予算偏重（予算消化主義）から成果重視へ

 手続き重視から結果責任へ

⇒公共部門に民間の経営感覚を
3
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政策の企画・立案

 予算制度
 複数年予算
 トップダウン型予算編成

 新しい公共経営
 PFI・PPPの活用

 政策評価
 事後規制・事前評価
 費用対効果分析
 公会計改革
 発生主義への転換
 複式簿記の活用

反映

財源確保

執行

業績(結果）重視
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 政策評価のポイント

 成果＝結果で評価する

 政策・事業を適宜見直す⇒政策の誤り・試行錯誤を認める

 進捗管理＝フォローアップする
出所：総務省資料
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出所：会計検査院HP

政策評価の視点
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所定の政策目的
例：地域経済の活性化

事業A

事業B

時間軸

便益
費用 実績

事前
事後＝事業実施後

＝有効性

経済性＝コストの最小化

効率性＝受益の最大化

政策手段の選択

ロジックモデルの構築
＝手段と成果の間の関係を「理論的」に構築
⇔ 願望・理念
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ロジックモデルとは
：各指標（数値目標）と達成に向けた政策手
段＝国の施策・事業との因果関係及び外
部要因との関係を把握・分析
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事業・政策1

便益÷コスト

「無駄」

事業費

予算規模

優先順位

実施の有無A

B
C

D

E
F

G
H

予算規模

 所定の予算規模に対して事業Ａ，Ｂ，Ｃを実地
 便益・コスト比率が１を超えてもＤの実施は見送り

費用・便益分析



政策目的の無駄？ 均衡ある国土の発展？

政策手段の無駄 他に有効な代替手段？

 公共事業VSセイフティーネット

他の政策との組み合わせ

 若年者雇用支援（例：ジョブカフェ）・雇用規制

政策の水準  費用対効果（便益）

 過ぎたるは及ばざるが如し

執行 主体 国以外が執行主体

地方＝分権化

民間＝民間委託・民営化

水準 予算の使い方の無駄

－人件費・随意契約
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 政策評価の結果を予算編成に反
映させることを制度的に担保

 決算⇒評価⇒予算編成の時期の
協調

 実際のところ、政策評価と予算編
成の間で一貫性がない

 マネジメントサイクルのActionの
欠如
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従来 政策評価

力点 予算獲得（予算偏重） 成果の追求

視点 手続きの妥当性・合規性 成果主義（結果責任）

他の政策との
関係

考慮しない＝縦割り行政 考慮する

結果の予測 希望的観測（そうあって欲し
いことが起きることが前提）

ロジックに基づく（費用対効果等モデ
ル分析）

政策の見直し 見直さない（誤りはないこと
が前提）

適宜、（撤回を含めて）見直す

政策継続の
挙証責任

当事者にはない（政策を批
判する側に課せられる）

当事者にある⇒有効性を挙証できな
い政策・事業は廃止する

国民との関係 知らしむべからず 説明責任を果たす

12
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政策評価の軸 概要

垂直的＝政策（広義）の
「階層化」

政策（狭義）－施策ー事務事業
 政策（広義）間の関連付け

時間＝事前と事後の区別 事前＝政策実施前
事後＝政策実施後

水平的＝他の政策との比
較

類似・関連事業とのパフォーマンス比較
⇒政策手段の精査・効率的な手段の選択
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政策

施策Ｉ 施策２ ・・・・

事務事業



 環境省の政策体系

 政策目的の設定

 上位目標

 下位目標

 目的と手段の関連付け

 施策＝政策（狭義）の手段

 事務事業＝施策の手段

 階層別に政策評価

 施策（業績）評価

 事務事業評価
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 政策（政策・施策・事務事業）の実施に当たっては、その効果を「予め」見積もる（＝費用・
便益の数値化）事前評価と効果の実際（＝成果）を検証する事後評価を一貫性・継続性
のある形で実施

 一貫性＝事前評価の数値目標（例：健診の普及率）に従って事後評価を実施⇒評価の
基準を事前と事後で変えない

 継続性＝政策を定期的に評価⇒成果（＝効果の実際）・コスト（＝予算）の推移を把握

18

時間軸

事前＝政策実施前 事後＝政策実施後

政策の実施
例：2013年1月

政策から期待される
効果・コストを検証

政策から実際に生じた
成果・コストを検証

政策終了後政策期間中
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国土交通省政策評価

政策目標

実績が目標値に
近づいている
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政策目的の提示

数値目標の設定
⇒事後評価で活用

目的に対する手段
の関連付け（階層化）



 従来の政策（広義）は事前の「予算獲得」に偏重

 予算獲得に向けた文章作り
 定性的・理念的目標設定

 決算軽視＝Ｃｈｅｃｋ機能の欠如
 一旦実施してしまえば、成果は問わない
 「後ろは振り返らない」＝教訓を得ない同じ失敗の繰り返し

 事後的評価
 Check＝事前評価の妥当性を検証⇒政策の「通信簿」
 Action＝当該政策の見直し・将来の政策形成・立案に反映
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 関連する他の政策（手段）との比較＝
ヤードスティック（パフォーマンス比較）

 評価の統一化＝省庁・自治体横断型

⇔ガラパゴス的評価＝省庁・自治体ごと
に評価の基準（例：成果目標の定義等）
が異なる
⇒業績の比較が検証困難

 関連事項
 企業会計の標準化＝企業間での業績

を比較可能にする
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評価の様式の統一

政策評価の「横串」



 政策実績（＝測定指標の推移）の「データベース化」

⇒政策の効果・決定要因の検証

 類似政策間・類似団体間でのクロス分析＝政策実績の比較

 比較可能な形で測定基準の標準化

 政策評価の開放＝政策の見直し・立案への外部（有識者）の知見の蓄積
⇔省庁・自治体内に閉じた政策評価（＝ガラパゴス化）

⇒政策の現場と研究の相乗効果
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 政策評価の分散＝多様な評価の主体：財務省、総務省、会計検査院、行
政刷新会議（民主党政権）等

 評価する側と評価される側の対立⇒責任追及（官僚弾劾）の手段としての
政策評価（？）＝事業仕分け

 政策評価の課題

 政策評価の「ガラパゴス化」＝政策評価の「水平的軸」（横串）の欠如

 「数値」による評価の欠如
⇒定性分析に偏重＝数値化困難なことが前提

 「後だしジャンケン型」の評価＝事後的に目標の定義を変更
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主体 備考

財務省（主計局） 予算査定 事前評価・事務事業レベル

総務省 政策評価（省庁横断型） 事前・事後評価
施策評価（例：ワーキングバラン
スの政策評価）

会計検査院 会計検査 事後評価
査察
国会からの要請ベース

各省庁 自己評価（政策レビュー）
行政事業レビュー

定期的・事後評価
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狙い 例

外部評価 国民・納税者に対する政策の説明責任
を果たす

事業仕分け

内部評価 政策の「健康診断」
 政策の見直しの機会とする（＝予算

マネジメント）

政策レビュー

29

「戦犯探し」（責任追及）のためではなく、政策に対する
国民の関心喚起、政策見直し・選別の機会とする
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 上位政策の評価として
の（総務省）政策評価と
下位政策（事務事業）の
評価としての行政事業
レビュー

 政策評価の棲み分けと
連携

31



32



33



34

誤解 実際

厳密な数値目標を立てることは困
難

政策が発現する効果に「関連する」指標（複数でも
可）があれば良い

数値目標＝アウトカム（最終成果）
指標

アウトカムの測定が困難（例：健康増進）であれば、
アウトプット（例：健診率）やプロセス（例：定期的な
健診の実施体制）指標でも良い

数値目標は達成すればよい 達成しても当初の目標が「甘かった」可能性もある
達成できなくても外部要因等達成できない「理
由」が示せれば良い

目標を達成できなければ「怒られ
る」？

数値目標の達成は通信簿ではない
政策の「健康診断」＝政策の見直しの契機にする



 政策の効果を計量的に測定
 当該政策の効果と他の政策

（外部要因）等の峻別

 政策評価の結果を予算編成に反
映することを制度的に担保

 政策評価のデータベース化

 政策評価を住民の意識改革に活
用

 「住民自治の学校」としての政策
評価
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政策の実施

時間軸

測定指標

時間トレンド

政策の効果

事前

事後

統計的に検証
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総務省
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iiii zxy εγβα +++=

パラメータ（＝αβγ）の推定

かく乱項

統計的に処理＝計量経済
学のテクニック（不均一分散、
同時性、系列相関等）



成果（例：健康水
準、学力など）

政策と直接関わらない
地域属性（例：年齢構造、所得など）

政策の効果

成果を実施
したグループ

成果を実施
しなかったグループ



サンプル集団

介入群＝政策を実施

対照群＝政策を実施しない

パフォーマンス
（例：成績の変化）

介入群 対照群

政策の効果

ランダムに振り分け
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ＰＬＡＮ＝政策の企画・立案

 予算制度
 複数年予算
 トップダウン型予算編成

 新しい公共経営
 PFI・PPPの活用

 政策評価
 事後規制・事前評価
 費用対効果分析

反映

財源確保

ＤＯ＝執行

ＣＨＥＣＫ＝業績(結果）重視

 公会計改革
 発生主義への転換
 複式簿記の活用
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企業会計 官庁会計

複式簿記＝取引ごとにその原因と結
果を二面的に記録（資産と負債の関係
が明らかに）

単式簿記＝取引にかかる現金の収支
のみを記録

発生主義＝収益・費用の発生事実に
基づく記録

現金主義＝現金の収支を記録

損益計算書の作成
一会計訊かんにおける利益・損失、費
用・収益（フロー）の状況を表す財務諸
表の一つ

損益計算書を作成しない
減価償却費・引当金等、非現金情報
が把握されない

貸借対照表の作成
―ある期日における負債・資産、純資
産（ストック）を表す財務諸表

貸借対照表を作成しない
資産・負債の情報が蓄積されない
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 経済的にみて正しい経営状況が把握できない

 補助金による施設の建設⇒将来の更新投資の費用の財源は？

 人員雇用⇒将来の退職金の支払いは？

 投資・雇用計画、公共料金に決定において経済合理的な根拠の欠如
⇒住民等に説明責任を果たせない

** )(),,( KrwLXrwCC δ++≡=費用関数

資本コスト

人件費

成果＝アプトプット

減価償却費共通経費

現金主義会計
では認識されない
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 従前の官庁会計では事務事業＝政策手段別に原価＝政策別コストを算出できな
い

 資本コスト＝事業に係る減価償却費用（施設の更新費用）は無視
⇒施設整備の費用が正しく認識されない・整備計画が作成できない
 人件費＝共通経費で、事業ごとの人件費は計上されない
 人件費（公務員給与）を削減するとしても、どの事業に影響するかが定かではない
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出所：財務省ＨＰ
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**),,( AAAA rKwLXrwCC +≡=

アウトプット

**),,( BBBB rKwLXrwCC +≡=

人件費 資本コスト

)( AAA XUU = アウトカム＝結果

事業ごとに識別

政策・事業



 従前の官庁会計では事務事
業＝政策手段別に原価＝政
策別コストを算出できない

 資本コスト＝事業に係る減価
償却費用（施設の更新費用）
は無視

 固定資産台帳の欠如

⇒施設整備の機会費用が正しく
認識されない・整備計画が作成
できない

 人件費＝共通経費で、事業
ごとの人件費は計上されな
い
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人件費 施設整備の見直し

マクロ 公務員人件費の削
減

更新投資・施設整備費の削
減

ミクロ どの事業に係る人
件費を優先的に削
るか？

 どの施設を廃止するか？
 整備費全般をどのように

見直すか？

 政策評価＝費用対効果の低い事業の算定

 新しい公会計＝
当該事業に係る
人件費の算定

 公会計＝更新費用に係
るコストの算定⇒長寿命
化等、施設整備・更新費
用の平準化＝施設マネ
ジメント



49出所：町田市財務部財政課
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 マクロ（国・地方全体）の財政再建＝基礎的財政収支の黒字化等
⇒ミクロ（個別政策・自治体）の効率化＝事務事業の見直し・コストの適正化
⇒超ミクロ＝事務事業の進め方（働き方）の見直し

 マクロの財政健全化計画に実効性を持たせるには超ミクロ＝業務の改革が必須
 業務改革＝現場にも財政健全化に当事者意識⇒押しつけではなく現場の創意工夫による財政健全化・効率化
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対象

国 マクロ 基礎的収支（ＰＢ）

自治体 政策・基本計画の見直し

ミクロ 事務事業・コストの適正化

超ミクロ 業務・働き方
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施策
例：健康増進

事務事業
例：健診

個別の日常業務
公共施設の運営
広報等

 「見える化」＋「政策評価」⇒現行の政策・事務事業の見直
しの契機

 具体的にどのように見直すのか・・・

 例：人件費等が非効率（割高）として具体的にどこに課題が
あるのか？

⇒仕事の仕方の問題？

 解決方法の見えない政策評価は「評価疲れ」を招くだけ

 ミクロ＝事務事業から超ミクロ＝日常業務へ

 業務改革による事務事業の見直し

 業務改革（広義）には民間委託の他、ＩＣＴ化を含む



40.56
41.41 41.42 41.55

42.58
43.55

38.23

35

36

37

38

39

40

41

42

43

44

西東京市 町田市 日野市 三鷹市 調布市 立川市 小平市

人口15万人以上の類似団体（東京都の市）

人口一万人あたり職員数（一般行政）

 職員数の多寡だけでは良し悪し
は判断できない・・・

 他の類似団体に職員を抑えるにも
どのように抑えるのか定かではな
い・・・
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職員数に違い
がある要因は？

仕事の仕方
＝業務にも着目





総務省行政管理局公共サービス改革推進室
55



５ 行政サービス水準他市比較調査
（４） 比較調査の実施

【①事務の流れを「業務体系」として整理】

56

要介護認

定事務

①申請受付事務
②主治医意見書事務
③認定調査事務
④認定審査会事務
⑤認定結果事務
⑥更新勧奨事務

介護サー

ビス給付

支給事務

①住宅改修事務
②居宅サービス計画事務
③セルフケアプラン事務
③福祉用具購入費支給
事務
④高額介護サービス事務
⑤各種減額事務
⑥介護給付等適正化事
業

賦課・調

定事務

①当初賦課事務
②更正賦課事務
③随時賦課事務
④減免事務

滞納処理

事務

①欠損処理事務
②収納・滞納繰越
調定事務

督促・催

告事務
①督促・催告事務
②納付推進業務

保険料還

付事務

①還付処理事務
②還付 支払 ・ 充
当・振替事務
③未請求者再通
知事務
④還付未済管理
事務

①消込処理事務
②収入金会計納
付事務
③口座振替事務
④代理納付事務

保険料徴

収事務

介護保険事業の業務体系
大区分 中区分

大区分 中区分
大区分

中区分

出所：町田市



対象 メッセージ

国・都道府県 効率化によるコストの是正・適正化

地域住民 手続きの簡素化、待ち時間の縮小など行政サービスの「質」に改善

自治体職員 残業等労働時間の縮減⇒現場の負担の軽減

57

パラダイムシフト＝発想の転換

・業務（仕事）を増やして予算・人員を確保⇒利用可能な予算・人員の枠内に業務を抑制

・業務（「手続き」）に地域の独自性を主張⇒「成果」に独自性

・業務を「丸抱え」⇒公共はコア・ビジネス（政策の企画立案）に特化

政策への信頼は「誰がやるか」（業務の担い手が民間か公共か）ではなく、「何ができたか」（結果）による
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